
 
 
 
 
（１）府民・ＮＰＯとの協働 
 

これまでの主な取組内容 
○ ｢大阪府 NPO 活動活性化指針｣（12 年４月）に基づき、NPO 活性化に向けて総合的な施策展開を推進 

○ 府政の各種課題をテーマに NPO からの提案公募事業を実施（12 年度～） 

○ NPO に専門能力を持つ人材を派遣し、運営力強化を図る NPO 運営マネジメント支援事業を実施（12 年度～） 

○ ボランティア・NPO との協働事業推進に向けた職員研修を実施（12 年度～） 

○ NPO との協働事業推進に向けて、「NPO との協働を進めるためのガイドライン」を策定（13 年９月） 

○ 大阪ＮＰＯプラザの整備（13 年度） 

○ アドプト・プログラム〔府民や地域・企業と協働で道路や河川の清掃・緑化活動〕の実施及び府内全域への展開 

○ NPO との実りある協働の実現に向け、「大阪府 NPO 協働推進計画」を策定（16 年４月） 

○ 府政の課題解決に向け、実践的な活動をしている NPO との意見交流を実施（16 年度～） 
≪府内の NPO 法人数≫              ≪主な協働の実績≫ 

 12 年度末 16 年 12 月末

NPO 法人数 ２７４法人 1,５７３法人

 

≪府民参加の推進≫ 

            

 

 
 

 14 年度 15 年度 16 年 12 月末 

アドプトプログラム 

（参加人員実績） 

296 箇所 

（約 33 千人）

377 箇所 

（約 38 千人）

416 箇所 

（約 41 千人） 

 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 

政策形成過程への参画  ６ １４ ２０ １９ 

委  託     (件) １７ ２２ ４２ ４２ 

補 助 金       (制度) ６ ９ １１ １１ 

市町村、府民、NPO など、あらゆるプレイヤーが

自由に活躍できる環境整備 

２２．．行行財財政政改改革革ののここれれままででのの取取組組  



（２）ＩＴ社会の実現に向けて 

これまでの主な取組内容 

○ 「電子府庁（ｅ－ふちょう）アクション・プラン」を策定（12 年度） 

○ 共通事務システムを導入（13 年度） 

○ 本庁一人一台パソコン体制を整備（13 年度） 

○ 電子申請システムの導入（13 年度） 

○ 府と全市町村で「大阪電子自治体推進協議会」を設立（１4 年度） 

○ 総務サービスセンター開設に向け基幹業務システムの開発に着手（14 年度） 

○ 「大阪府建設ＣＡＬＳ／ＥＣプロジェクト推進会議」を設立（14 年度） 

○ 行政文書管理システム本庁稼動（15 年度） 

○ 電子入札システムの導入（15 年度） 

○ 大阪府ＩＴ推進懇話会提言（15 年度） 

○ 「大阪府ＩＴ推進プラン」を策定（15 年度） 

○ 総務サービスセンター稼動（１６年度） 

○ 大阪府ＩＴステーション開所（１６年度） 

○ 入札契約センター設置（１７年度予定）                    ほか                

 

 

 



（３）新たな自治システム 

①大阪都市圏にふさわしい新たな自治システム 

 
②大阪市との連携強化・二重行政の解消 

これまでの主な取組内容 

○ 「大阪府地方自治研究会」における研究（14 年２月～） 

○ 「新しいタイプの広域連合型」の案を内容とする最終報告（16 年 10 月） 

《大阪府地方自治研究会 最終報告》 

 

                                                           

これまでの主な取組内容 

○ 大阪市と共同で「新しい大都市自治システム研究会」を設置（13 年 11 月） 

○ 新しい大都市自治システム研究会での検討状況を整理した「中間整理」を公表（15 年６月） 

《「新しい大都市自治システム研究会」中間整理 ― 個別課題の取組状況》  

具体的な結果のでているもの 3 項目  ・市内６河川の管理権限の移譲 など 

基本的な方向について合意し、具体

的に協議しているもの 

９項目  ・災害時の危機管理についての連携 

・国有財産の境界確定 など 

引き続き検討協議を行うもの 
３０項目 ・文化・芸術振興施策 

・自動車公害対策等の環境施策 など 

大阪都市圏における新しい自治システムの構築（研究会提案の概要） 

・大阪府を廃止し、新しいタイプの広域連合である「大阪新都機構」を設置。大阪都市圏全体にわたる計画・政策策定、広域的見地

からの事業実施など広域行政を総合的、一元的に実施。 

・市町村は、広域連合である「大阪新都機構」を構成するとともに、国や大阪府から権限移譲を受け、住民に身近な行政を自立的に

執行。 

・広域的な特定行政分野ごとに「大阪新都広域法人」を設置し、経営管理的手法等により、効果的・効率的に事業を執行。 

・民間、ＮＰＯ等も含め圏域内のあらゆる主体が機能的に連携できる仕組みを構築。 

・政令指定都市においては、住民自治の充実の観点から「地域自治区」の活用を検討。 

 

 なお、今後、幅広い議論を進める上での検討材料として、中間論点整理で提示された「府・大阪市一体化」による案も記載。



③広域行政の推進 

④市町村への権限移譲等 

 

これまでの主な取組内容 

○ 「分権改革における関西のあり方に関する研究会」（経済界、２府７県３政令市等で構成）において、制度改革を含む関西に

おける分権改革のあり方を議論・検討し、１７年１月に広域連合の設置を提案する報告を公表 

○ １６年度新たに発足した、全国知事会の道州制研究会に参画 

これまでの主な取組内容 
≪「大阪版地方分権推進制度」（9 年度創設）を活用した事務移譲実績≫ 

≪市町村の行政体制整備への支援≫ 

○「市町村振興補助金」の再編（11 年度） 

地方分権の推進や行政改革・広域行政など、市町村の自律性を高める取組を支援する制度に再編 

≪特例市への移行≫ 
・ 豊中市、茨木市、吹田市、枚方市、八尾市、寝屋川市（1３年度） 

・ 岸和田市（1４年度） 

≪中核市への移行≫ 
・ 高槻市（1５年度） 

・ 東大阪市（1７年度） 

年度別移譲事務数（６７事務） 

福祉分野を中心に   14 事務     （10 年度） 

まちづくりを中心に  16 事務      （11 年度） 

まちづくりを中心に   8 事務     （12 年度） 

まちづくりを中心に  26 事務      （13 年度） 

まちづくりを中心に 11 事務       （14 年度） 

まちづくりを中心に 16 事務       （15 年度） 

まちづくりを中心に  7 事務       （16 年度） 
※同一事務であっても複数年度で移譲した場合は、各年度で計上 

 
 
 



⑤市町村合併の推進 

これまでの主な取組内容 

≪自主的･主体的な市町村合併の推進≫ 

○ 「市町村合併推進要綱」の策定（12 年 12 月） 
・ 市町村や住民が合併問題について検討する際の参考や目安として策定 

・ 30 通りの合併パターンを提示 

○ 大阪府市町村合併支援プランの策定（14 年７月）・改定（15 年２月） 
・ 合併協議会への職員派遣、運営費助成 

・ 地域版支援計画の策定（府事業の実施、市町村事業支援） 

・ 市町村振興補助金（合併分）、市町村施設整備資金貸付金の金利低減措置等による支援 

○ 合併に関する気運の醸成 
・ 啓発パンフレットの作成･配布（12～１4 年度） 

・ 府内 5 箇所で地域シンポジウムを開催（13 年度） 

・ 府内 13 箇所に市町村合併情報コーナーを設置（13 年度） 

・ ケーススタディ調査の実施（13 年度） 

・ 市町村職員や議員研修会などへの講師派遣（12～１5 年度） 

○ 市町村合併推進事業補助金制度の創設（13 年度） 
・ 複数の市町村や複数の市町村域にわたる公共的団体等が行う合併に関する調査研究･普及啓発事業に対して、必要経費の 1/２以内を

補助 

・ 合併協議会の運営経費にまで対象拡大（14 年度） 

○ 合併に関する取組 
・ 府内 44 市町村のうち 34 市町村が、合併に関する取組（協議会・研究会等）をすすめ、堺市と美原町が 17 年 2 月に合併 

 

 

 

 

 



（４）公営企業の自立化の促進 

これまでの主な取組内容 
○ 府の 公 営企業は 、それぞ れの経営 実態に応 じた目標 を掲げ、 経営改善 に取組む 

○ 水道 事 業におい ては、累 積収支の 黒字目標 を達成（13 年度） 

○ 住民 に 不可欠な サービス を安定的 に供給す るため、民間的経 営手法の 導入など 経営の健 全化・効 率化等 の

観点から 経営の自 立性を高 める取組 みをすす めるとと もに、中 長期的な 観点から 計画的な 経営の推 進 

財政体質・経営体質を改善し、最高のコストパ

フォーマンスを有する小さな政府へ構造転換 

 

≪病院事業会計の資金収支≫ 

 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 

単年度資金収支 ▲３３億円 ▲１６億円 ▲ ７億円 ２０億円 ▲ １億円

累積資金収支 ▲５６億円 ▲７２億円 ▲７９億円 ▲５９億円 ▲６０億円

 

 

≪中央卸売市場事業会計の損益収支≫ 

 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 

累積損益収支 ▲１０５億円 ▲１０５億円 ▲１０７億円 ▲１１０億円 ▲１１３億円

 
 

≪水道事業会計の損益収支≫ 

 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 

単年度損益収支 ▲４９億円 ▲１７億円  ５６億円  ４４億円  ４５億円

累積損益 ▲１１億円 ▲２８億円   ５億円   ５億円   ５億円

基金積立金等 ０  ０   ２３億円  ４４億円  ４５億円

 



（５）出資法人改革 
 

       

《３つの削減目標の取組》 

○法人数の削減 
92 89 86

79
70 66

61

《集中取組期間内における取組状況》 
法人数の削減      

14 年度 15 年度 16 年度 

削 減 目 標 １３年度の法人数７９を２割削減   

取組状況(削減数) 

《累積削減数》 

９法人 

《９法人》 

４法人 

《13 法人》

５法人 

《1８法人》

   ※各年度 7 月 1 日現在の法人数の比較 

〔法人〕

100
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

支出）の削減 

  

3年度 14年度 15年度 16年度

 
《集中取組期間内における取組状況》 

役職員数の削減      
14 年度 15 年度 16 年度 合 計 

削 減 目 標 １３年 4 月現在の役職員数から４００人を削減（関与見直し等を除く）   

取組状況(削減数) 678 人   362 人 616 人 1,656 人 
純 削 減 数 229 人   350 人 289 人 868 人  

関与見直し等 

による削減数 
  449 人    12 人   327 人   788 人 

※各年度 7 月 1 日現在の役職員数の比較 
 ただし、14 年度のみ 13 年 4 月 1 日現在との比較 

4,736

138

4,098

131

3,745

122

3,142

109

H13.7 H14.7 H15.7 H16.7

常勤職員数 常勤役員数

 

 

 

 

0

50

○役職員数の削減 

     

○府からの補助金等（一般財源

10年度 11年度 12年度 1

〔人〕 

5,449

177

5,106

157

4,915

143

4,770

137

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

H10.7 H11.7 H12.7 H13.4

〔億円〕
      
《集中取組期間内における取組状況》 

補助金等の削減      
14 年度 15 年度 16 年度 

削 減 目 標 １３年度の２００億円を１割削減   

取組状況(削減額) 

《累積削減額》 

１１億円 
《１１億円》

４億円 
《１５億円》

１３億円 
《２８億円》

  ※各年度当初予算額の比較 

200
189 185

172

11 15
28

150

160

170

180

190

200

210

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度

補助金等 削減額
 



これまでの主な取組内容 
《経営改善の取組》 

○ 運営上の課題を有する法人について個別の対応方針を策定(８年度) 

○ 運営評価指標の策定・経営状況の点検評価(10 年度) 

○ 役員報酬体系の見直し（11 年度）  

○ 役員の退職手当の廃止（11 年度） 

○ 役員の在職期間等の見直し（11 年度） 

○ 利用料金制度の順次導入（11 年度） 

○ 人材育成の推進 

○ 民間活力の導入、民間人材の活用 

○ 情報公開の推進 

○ 経営評価制度の導入（14 年度） 

○ グループファイナンスの実施（14 年度） 

○ 出資法人人事交流システムの創設（14 年度） 

○ 役員業績評価制度の導入（16 年度）    ほか 

 

 

 

 

 

 



（６）地方独立行政法人制度の導入 

これまでの主な取組内容 
 

≪地方独立行政法人制度の導入促進≫ 

○13 年度から、質の高い行政サービスを柔軟かつ効率的・効果的に行うとともに、透明性の高い組織運営を確保するため、大

学・病院などについて地方独立行政法人制度の導入を検討 

○16 年 12 月に、地方独立行政法人の業績評価などを行う「大阪府地方独立行政法人評価委員会」を設置 
・ 国家予算要望において地方での制度創設を提案・要望（13 年６月） 

・ 「地方独立行政法人法」の施行（16 年４月） 

・ 「大阪府地方独立行政法人評価委員会条例」の施行（16 年４月） 

 

≪大学の法人化≫ 

○１７年４月に、現在の府立の 3 大学を再編統合し、府最初の地方独立行政法人となる「公立大学法人大阪府立大学」を設立予

定。既設公立大学の法人化の取組として全国に先駆けたもの 
・ 「公立大学法人大阪府立大学」定款の議決（16 年 3 月） 

・ 府立の３大学を再編統合する新大学の設置認可（16 年 7 月） 

・ 「公立大学法人大阪府立大学」の設立認可及び大学の設置者変更の認可（16 年 11 月） 

 

≪病院の法人化≫ 

○１８年４月の法人設立をめざして「地方独立行政法人大阪府立病院機構」定款を 17 年 2 月議会に上程予定 
・ 府衛生対策審議会答申（14 年９月）を踏まえ、府立の病院にふさわしい運営形態を検討（1５～16 年度） 

・ 「府立の病院改革プログラム－運営形態の見直し編」（素案）の公表（1６年１２月） 

 

 



（７）ストックの活用 

①企業誘致の促進とまちづくりの早期実現（企業局事業の収束） 

②主要プロジェクトの点検 

これまでの主な取組内容 
○ 企業局事業における事業計画の見直しと今後の事業の取組方向について基本となる考え方をとりまとめ（13 年 8 月） 
○ りんくうタウン・阪南スカイタウン 

・ 事業計画を抜本的に見直し（競争力のある価格設定や土地利用の見直しを中心）、分譲促進 
・ 一般会計による公共施設の整備･買取（りんくうタウン） 

○ 水と緑の健康都市事業の会計移管、企業局出資法人の財産活用などの取組による早期の事業収束、企業会計（地域整備事業

会計）の廃止、他会計への移行（23 年度目途） 
○ 「一万社ローラー作戦」をはじめとした積極的な企業誘致活動の展開 
○ 産業用地に事業用定期借地権方式を本格導入、地元市町と連携した賃料減額や補助金制度等のインセンティブの拡充 

（15 年 4 月） 
○ 住宅用地における新たな価格設定と民間ノウハウの活用による分譲促進 

○ 千里・泉北ニュータウン等の概成事業における企業局保有地の早期処分、事業に関連する局出資法人の統廃合及び財産活用

に向けた検討 

これまでの主な取組内容 
○ 企業局事業の収束、水と緑の健康都市事業の計画見直しなどを決定 

○ 新たな府主導の面的開発プロジェクトとは決別 

○ 主要プロジェクトのチェックシステムを構築 

・ 進捗状況等の点検・公表、必要に応じ外部評価を実施 

○ 早期事業完了をめざし、企業誘致・分譲促進方策を展開 
・ 事業用定期借地権方式を本格導入、地元市町と連携した立地インセンティブの拡充、用途地域変更による誘致対象施設の拡大、国際交

流特区の活用など 

○ 旧来型のハコモノ行政から脱却し、主要な府立施設構想を廃止 

○ 新庁舎（行政棟・議会棟）の着手を見合わせ、庁舎の規模、機能、整備手法等を検討 



 

これまでの主な取組内容 

≪主要プロジェクト評価（16 年度）≫ 

◆ 評価対象 

     府が実施または関与する主要な面的開発プロジェクト、鉄軌道整備、主要施設整備 

◆ 評価結果 

主要プロジェクトごとの具体的な対応方針を決定 

面的開発プロジェクト（９事業） 

早期完了に向けて企業誘致等をすすめる 

○ 和泉コスモポリス            ○津田サイエンスヒルズ 

○ りんくうタウン             ○阪南スカイタウン 

○ 国際文化公園都市シンボルゾーンの形成   ○南河内・健康ふれあいの郷 

一層のコスト縮減と段階的整備など適切なリスク管理に努める 

○ 阪南港阪南２区整備事業 

徹底したコスト縮減とＰＦＩ導入による財政負担の軽減・平準化を図る 

○ 水と緑の健康都市 

事業終息 

○ 岸和田コスモポリス 

鉄軌道整備（５事業） 

一層のコスト縮減と採算性の確保・見極めに取り組む 

○ 国際文化公園都市モノレール(阪大病院以北)  ○ 大阪外環状線鉄道 

○ 西大阪延伸線              ○ 中之島新線 

将来構想として需要と採算性の見極めを行う 

○ 大阪モノレール（門真以南） 

主要施設整備（１事業） 

引き続き着手を見合わせ、規模・機能・整備手法等の精査検討を行う 

○ 新庁舎（行政棟・議会棟） 

 

 
 



≪企業誘致等をすすめているプロジェクトの進捗状況≫ 
分譲・定期借地の契約状況
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③府有施設等の有効活用 
これまでの主な取組内容 

≪学校の余裕教室の活用≫ 

  ○ 開かれた学校づくりと既存資源の有効活用による府民活動の活性化を図る観点から、府立高校の余裕教室の開放を推進 

14 年度 15 年度 16 年度 

学習等の「場の提供」（モデル的な

取組として 26 校で実施） 
50 校に拡充 60 校以上に拡充 

 

≪新たな課題に対応した施設への活用≫ 

○ 旧淀川府税事務所  → 大阪府 IT ビジネスインキュベータ（13 年度） 

○ 旧福島府税事務所  → 大阪 NPO プラザ（14 年度） 

○ 旧天王寺府税事務所 → 大阪府 IT ステーション（16 年度） など 



（８）建設事業の重点化 

≪これまでの主な取組内容≫ 

これまでの計画 策定年月 国庫補助事業 単独事業 備 考 

財政健全化方策（案） ８年８月 ― ３０％カット 対 ８ 年度当初予算比 

財政再建プログラム（案） 10 年９月 １０％カット ５０％カット 対 10 年度当初予算比 

大阪府行財政計画（案） 1３年９月 １０％カット 対 13 年度当初予算比 

大阪府行財政計画（案） 

平成 16 年（2004 年）版 
16 年 11 月 １０％カット 対 16 年度当初予算比 
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今後 7 年間合計で  

事業費 1,500 億円削減 

 

 

 

 

 

 

 

 



（９）民間活力の活用 
①アウトソーシング 

②公の施設の改革 

これまでの主な取組内容 

≪アウトソーシングの取組実績≫ 

  ○ 直接、公権力の行使にかかわらないもので、民間で実施した方が効率的かつ効果的に実施できる業務・サービスについて、そ

のサービス水準に留意の上、原則として、民間に委ねるという基本方針のもと、アウトソーシングの一層の推進 

14 年度 15 年度 16 年度 

○

○

○

○

○

 

ほ

○

○

○

○

部

○

関 ほ  

○

○

（

○

 

 

ほ

職員健康診断業務（総務部） 

消費者相談業務（生活文化部） 

各種データ処理等業務（病院事業局）

機器等保守管理業務（環境農林水産部）

調査分析業務（環境農林水産部） 

               

か 

庁舎管理業務（総務部） 

病棟婦業務（病院事業局） 

検体検査業務（病院事業局） 

一般物質分析関係業務（環境農林水産

） 

中央図書館オーディオ・ビジュアル室

係業務（教育委員会）   か

総務サービスセンター事業（総務部）

高度化資金の貸付に係る債権回収業務

商工労働部）

旅券発給業務（企画調整部） 

               

か  

これまでの主な取組内容 
○ 「公の施設改革プログラム（案）」に基づき、施設のあり方の抜本的な見直しを行い、府の一般財源からの支出の削減や施設ご

との数値目標の設定などの改革（14 年２月） 

《抜本的な施設のあり方見直し》 

○ 施設の廃止 

緑化センター（13 年度） 

《施設の効率的・効果的運営》 

○ 民間事業者のノウハウを活用した施設運営 

臨海スポーツセンター（12 年度）ほか２施設。うち、青少年海洋センターファミリー棟は 17 年度より指定管理者制度に

移行予定。 

○ ボランティア・ＮＰＯとの協働による施設運営 

現代美術センター（14 年度）ほか２施設 

○ 府の一般財源からの支出の削減（13 年度当初予算（約４０億円）比：一部重複） 

14 年度：約３億円 15 年度：約２億円 16 年度：約３億円 

 



③ＰＦＩ・ＥＳＣＯ 

これまでの主な取組内容 

≪PFI 事業の実績≫ 

事 業 名 内 容 進捗状況 

江坂駅南立体駐車場整備事業 立体駐車場及び付帯施設の設計、建設、管理、運営 14 年 11 月供用開始 

大阪府営東大阪島之内住宅民活プロジェクト 府営住宅整備と用地活用を一体的に行う事業 16 年 12 月事業契約締結 

大阪府警察寝屋川待機宿舎建替整備等事業 待機宿舎の施設整備業務、維持管理業務 17 年 3 月事業契約締結（予定） 

水と緑の健康都市第 1 期整備等事業 土地区画整理事業（区画整理事業では全国初） 17 年 1 月特定事業の選定 

※ＰＦＩ（Private Finance Initiative）とは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法 

 

≪ESCO 事業の実績≫ 

事 業 名 ESCO ｻｰﾋﾞｽ期間

母子保健総合医療センター 14～25 年度 

府民センタービル（三島・泉南

急性期・総合医療センター 

障害者交流促進センター 

教育センター 

池田・府市合同庁舎 

労働センター、マイドームおおさか、

※ＥＳＣＯ（Energy Service Compa

有効活用して省エネルギー化改修し

費等を償還し、残余を本府とＥＳＣ

 

・南河内・北河内） 15～24 年度 

16～27 年度 

16～27 年度 

16～24 年度 

16～27 年度 

呼吸器・アレルギー医療センター 17年度～（予定）

ny） とは、府有建築物の設備等について、民間の資金・ノウハウを 

、省エネルギー化による光熱水費の削減分で改修工事にかかる経 

Ｏ事業者の利益とする事業。 



（１０）組織のスリム化・勤務条件等の見直し 

①組織のスリム化 

これまでの主な取組内容 

≪組織の再編・スリム化≫ 

○ 簡 素 で 効 率 的 な 行 政 運 営 を 図 る た め 、 部 局 再 編 や 出 先 機 関 等 の 統 合  

≪職員数の削減≫ 

○ ８ 年 度 か ら 、 行 政 、 教 育 各 部 門 あ わ せ て 、 ９ 年 間 で 約 ６ ， ９ ０ ０ 人 を 削 減  

 

 

 

【職員数の推移と内訳】                     【住民１０万人あたりの職員数の比較】 

一般行政関係では、全国平均をはるかに上回る効率的な行政運営が行われています。 

 一般行政部門 教育部門 計 府 県 名 一般行政関係 教育関係 警察関係（人） 

大 阪 府 １１８ ５９８ ２４６ 
７ 年 度 １６，９５３人 ５９，５０６人

全 国 平 均 ２２３ ７５１ ２０９ 

神 奈 川 県 １００ ５５６ １８０ 
16 年 度 １４，７３９人 ５４，８４８人

 

埼 玉 県 １１６ ６１１ １５２ 

千 葉 県 １４１ ６６７ １９０ 

愛 知 県 １４４ ６４０ １８５ ９年間の削減数 ▲２，２１４人 ▲４，６５８人 ▲６，８７２人

兵 庫 県 １５８ ６９３ ２１０ 

（注）総務省統計局の推計人口及び総務省給与実態調査（１５年度）より算定 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪職員数の推移≫ 
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②勤務条件等の見直し 

これまでの主な取組内容 
○ 警 察 ・ 教 員 を 含 む 全 職 員 を 対 象 に 人 件 費 を 抑 制 す る 効 果 が 最 も 高 い 昇 給 停 止 を 実 施 （ 11～ 12 年 度 ）  

○ 府 人 事 委 員 会 の 給 与 引 き 上 げ 勧 告 に 対 し 、 引 き 下 げ 改 定 （ 14・ 15 年 度 ）・ 据 置 （ 16 年 度 ） を 実 施  

 

都 道 府 県 の 中 で は 最 低 レ ベ ル の 給 与 水 準  

 

○ 人 事 制 度 等 の 改 革 に 取 り 組 む と と も に 、 限 り あ る 人 材 を 有 効 に 活 用 で き る よ う 組 織 ・ 人 事 の 活 性 化  

≪人事・給与管理の主な取組≫ 

○ 45 歳からの早期勧奨退職制度の導入（10～15 年度） 

 

 

 

 

 

 

適 用 実 績 

10 年度 1,022 名 

11 年度 1,340 名 

12 年度 1,982 名 

13 年度 1,040 名 

1４年度 1,694 名 

15 年度 2,367 名 

 



③職員の意識改革 

これまでの主な取組内容 
○ 特殊勤務手当の見直し（10 年度） 

○ 管内旅費の日当廃止（11 年度） 

○ 昇給停止年齢の引き下げ（13 年度） 

○ 通勤手当の支給方法の変更（14 年度） 

○ 時間外勤務の縮減（14 年度） 

○ 退職手当制度の見直し（15 年度） 

○ 退職時特別昇給の廃止（16 年度）   ほか 

 

≪新たな人事制度の構築≫（12 年度～） 

○ 職員の能力や実績を的確に評価できる新しい人事評価制度 

を導入し、15 年度から評価結果を反映した内容で特別昇 

給を実施 
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これまでの主な取組内容 

≪勤務意欲の向上、能力開発等の主な取組≫ 

○ 民間実務研修を開始（10 年度） 

○ 長期自主研修支援制度の導入（11 年度） 

○ 庁内公募制度の拡充（10 年度） 

○ 勤労意欲に関する職員意識調査の実施（11 年度） 

○ 特許等発明者への補償金上限額の緩和（11 年度） 

○ 短期自主研修制度の導入（13 年度） 

○ 政策提言サポートシステムの導入（13 年度） 

○ 女性の登用等に関する意識調査の実施（13 年度） 

○ チャレンジ JOB システムの導入（14 年度） 

○ Ｅ－ボードシステム～やる気掲示板～（14 年度） 

○ 優秀職員表彰の創設（14 年度） 

○ 任期付研究員制度の導入（14 年度） 

○ 任期付職員制度の導入（15 年度）   ほか 

 



（１１）総合的な行政評価システムのさらなる充実 

これまでの主な取組内容 

【施策評価】 

≪施策評価（事務事業評価）の結果概要と見直しによる効果額≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

≪13～１６年度における施策評価の評価結果≫ 
  

 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 

評価対象 

（施策数・事業数） 
1,173 事業 1,153 事業

287 施策 
1,810 事業 

275 施策
1,843 事業

277 施策
1,850 事業

275 施策
1,869 事業

拡 大 22 件 4 件 17 件 8 件 7 件 3 件

見直し 264 件 196 件 330 件 205 件 168 件 136 件
今後の 

方向性 

休止・廃止 145 件 128 件 273 件 202 件 180 件 195 件

次年度当初予算におけ

る削減効果額 

（ ）内は一般財源ベース

190 億円
（160 億円）

195 億円
（100 億円）

206 億円 
（81 億円） 

151 億円
（43 億円）

60 億円
（38 億円）

65 億円
（31 億円）

事業数 
優先順位 基本的な方向 

13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 

「AAA」 「拡大」又は「継続」する事務事業 305 事業 350 事業 378 事業 403 事業

「AA」 「継続」又は「見直し」を行う事務事業 1,068 事業 1,133 事業 1,143 事業 1,204 事業

「A」 「見直し」又は「休止・廃止」を行う事務事業 437 事業 360 事業 329 事業 262 事業



これまでの主な取組内容 

【建設事業評価】 

≪建設事業評価の取組状況≫ 

1６年度建設事業評価結果 

【評

○事

○再

○再

○事

【評

○事

○再

○再

○事

価対象】 

前評価  1７年度に新たに着手予定の主な建設事業 

評価   事業採択後 5 年未着工又は１０年以上継続中の事業等 

々評価  再評価実施後、一定期間（５年）が経過している事業 

後評価  事業完了後概ね５年程度経過した事業のうちから代表的事業を抽出 

価結果】 

前評価  ４2 件（うち外部評価１5 件）、「事業実施」４2 件 

評価    ７件（外部評価）、「事業継続」７件 

々評価   ９件（外部評価）、「事業継続」８件、「条件付き事業継続」１件 

後評価   １件（外部評価）  

 

 

 

 

 



（１２）危機管理システム 

これまでの主な取組内容 

≪危機管理体制の整備などの取組実績≫ 

（危機管理体制の整備） 

○ 緊急テロ対策本部の設置（13 年 11 月） 
米国同時多発テロの発生（13 年９月）を契機に体制整備 

○ 防災・危機管理対策推進本部を設置（14 年 4 月） 
自然災害だけでなく社会的影響の大きい事件、事故にも迅速・的確に対応 

○ 危機管理室の設置（15 年 5 月） 
危機事象が発生した場合に、所管部局への適切な助言や支援を行う等、迅速かつ円滑な初動体制等を確立 

○ 危機管理情報担当（危機管理室兼務・併任）を各部局に配置（15 年 5 月） 
危機事象に関する情報の迅速な伝達と早期の情報共有 

（府県間の連携） 

○ 近畿ブロック危機管理等連絡会議の設置（16 年 6 月） 
近畿２府４県における広域的な連絡組織を設置し、緊急時の連絡体制【危機管理ホットライン】を確立 

（危機管理対応指針等の策定） 

○ 危機管理対策の基本的枠組である「危機管理対応指針」を策定（15 年 1 月） 

○ 「ＮＢＣテロの連携指針」の策定（15 月 1 月）  など       
 ※ＮＢＣテロ：核・生物・化学によるテロ 

 

 

 

 



（１３）自主財源の確保 

 

≪課税調査・滞納整理の推進による府税収入の確保≫ 

９年度 10 年度 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度(見込) 

１４５億円 １６０億円 ２０１億円 １９６億円 ２２８億円 ４１億円 ４８億円 ３０億円 

（注）14 年度からは大阪府行財政計画（案）で、さらなる取組による効果額のみを記載しており、16 年度は最終予算ベース 

これまでの主な取組内容 
≪府税収入の確保に向けた取組≫ 

○ 不動産取得税の中間省略登記の調査等課税捕捉調査の強化や納税部門における高額滞納事案の集中処理などの取組により、

積極的に税収確保 

これまでの主な取組内容 
≪府有財産の売り払いの促進≫ 

○ 府有財産の効果的かつ効率的な活用を図る観点から、全庁的な検討体制のもと、低未利用財産及び用途廃止予定財産の他の

用途への転用を推進 

○ 利用する計画のない土地については、積極的に公用廃止・売却 

 

≪府有財産（土地）の売り払いによる歳入の確保≫ 

８年度 ９年度 10 年度 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度(見込) 

４７億円 ４６億円 ６６億円 １２０億円 ８１億円 ７６億円 １０５億円 １２８億円 １０１億円 

（注）16 年度は最終予算ベース 

 



 

（１４）府民との対話・アカウンタビリティ（説明責任）の確保・情報発信力の強化 

 

≪パブリックコメント手続の実施状況（17 年１月末現在）≫ 

 

 

 

 

 

これまでの主な取組内容 

○ 外部監査制度の導入（11 年度） 

○ インターネットで各種申請書類の提供開始（11 年度） 

○ 府刊行物の販売制度を実施（11 年度） 

○ 新しい大阪府情報公開条例を施行（12 年度） 
・行政文書公開制度の充実 

・総合的な情報公開の推進         

○ 出資法人における情報公開の実施（12 年度） 

○ 警察（公安委員会､警察本部長）における情報公開制度実施（13 年度） 

○ パブリックコメント手続の導入（13 年度） 

○ インターネットによる情報公開請求の受付開始（13 年度） 

○ 「府政だより」への広告導入等による発行回数の増加（13 年度） 

○ 情報公開システムの運用開始（15 年度） 

○ メールマガジン「府れっしゅレター」創刊（15 年度） 

○ インターネットを活用した府政モニター制度「ネットパル」の実施（15 年度） 

○ 英字新聞「Brand-New Osaka」の発行（15 年度） 

○ 大阪ブランドコミッティの設置（16 年度）          ほか 

区   分 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 合 計 

計画等の案 １９ ２５   １４   １５  ７３ 

条 例 案  ６   ９   ４   １０  ２９ 

合   計 ２５ ３４ １８  ２５ １０２ 

府民の参画と適正な負担のもとで、暮らし満足度を

最大化 



（１５）適正な受益と負担 

これまでの主な取組内容 

≪使用料・手数料の見直し≫ 

○ 法令等の改正に伴って適宜改定。概ね４年に一度、その間の経済情勢等を踏まえ、全面的な点検・見直し 

○ 適正な受益者負担を求める観点から、コストや受益の度合いを勘案しつつ、個別に見直し 

 

≪使用料・手数料の見直し状況≫ 

年度 件数 当年度増収額 平年度ベース増収額 備考 

８ 59 8 億 4,500 万円 16 億 2,900 万円 一斉見直し 

９ 54 1 億 7,100 万円 3 億 1,500 万円 消費税率引上げに伴うものを含む 

１０  6 2 億 9,100 万円 6 億 2,200 万円  

１１  7 1 億 500 万円 1 億 6,900 万円  

１２ 70 
20 億 9,400 万円

(13 億 6,900 万円)

46 億 3,100 万円

(38 億 7,000 万円)
一斉見直し 

１３ 24 1 億 3,100 万円 2 億 1,400 万円  

１４ 20 4 億 6,100 万円 24 億 1,600 万円  

１５ 14 2 億 4,000 万円 2 億 9,400 万円  

１６  4 1,400 万円 1,600 万円  

    （注）特別会計、企業会計を含まない。12 年度の(   )内は、府立高等学校授業料に係るもので内数である。 

 

 



 

これまでの主な取組内容 
≪課税自主権の活用≫ 

○ 大都市圏特有の緊急かつ膨大な財政需要に対処するため、中小法人の税負担に配慮しつつ、法人事業税、法人府民税法人税

割について超過課税 

○ 「税制改革素案」（12 年９月）の検討結果を踏まえ、大阪の再生に向けた緊急重要課題に対処するため、法人府民税均等割

の超過課税や創業・産業集積促進税制を導入（13 年 4 月） 

○ 銀行業を行う法人に対して、法人事業税の課税標準の特例措置（いわゆる銀行税）を導入（12 年 6 月）（適用期間は、15

年 4 月～16 年 3 月） 

≪法人府民税・法人事業税の超過課税による増収≫ 

 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度  15 年度  
16 年度 

(見込) 

法人事業税 ２０２億円 １８６億円 １５２億円 １４０億円 １４８億円 １４８億円 １２４億円 １３４億円 １４５億円 

法人府民税 

(法人税割) 
１２７億円 １２１億円  ９８億円  ８８億円  ９６億円  ９２億円  ８０億円  ８５億円  ９９億円 

同 

(均等割) 
― ― ― ― ―  １１億円  ４８億円  ５１億円  ５３億円 

計 ３２９億円 ３０７億円 ２５０億円 ２２８億円 ２４４億円 ２５１億円 ２５２億円 ２７０億円 ２９７億円 

  （注）１６年度は最終予算ベース 

 

≪銀行業に対する課税標準の特例措置による増収≫  16 年度  １００億円 



（１６）府の役割を純化し、施策を再構築 

これまでの主な取組内容 
  ○ 計画に掲げた改革の取組を着実に推進するだけでなく、前倒し、早期具体化など改革のスピードアップを図るとともに、さ

らなる改革にも取組んだ 

まちが安全、くらしが安心 

（２５項目の改革） 

・安全なまちづくり 

・府立５病院のあり方検討 

・府立社会福祉施設の民間移管 など 
（さらなる改革） 

・府健康福祉施策の再構築に向けた取組  など 
人が元気 

（２３項目の改革） 
・公立学校教員定数の確保 
・府育英会奨学金制度の改正 
・府大学の改革 
・文化振興方策の具体化    など  

（さらなる改革） 

・盲・聾・養護学校の空調整備の実施  など 

都市が元気 

（１８項目の改革） 

・海外事務所の効果的・効率的運営 

・都市基盤整備の重点化 

・府営住宅のストック再生 

・民間活力を活かしたまちづくり  など 

（さらなる改革） 

・能力開発プラザの設置   など  

（前倒し・早期具体化等） 

・府営住宅建替における民活手法早期導入の取組 

・アドプト・ロード・プログラムの府内全域への展開 

・ＥＳＣＯ事業、ＰＦＩ導入の推進    など 

（前倒し・早期具体化等） 

・府立高校納付金 

・職業高校の再編整備 

・定時制高校の改革  など 

（前倒し・早期具体化等） 

・府立社会福祉施設等の民間移管 

・府保健所組織の再編 など 


